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１．法人の⾧によるメッセージ 
 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という）は、平成13年に独立行政法人として

発足して以来、産業に関する科学技術の高度化、新産業の創出及び知的基盤の構築に貢献し、我が国経済

の発展、国民生活の向上に寄与するため、活動を続けてまいりました。 

 

現在、我が国はエネルギー・環境・資源制約への対応、人口減少・高齢化社会への対応、レジリエント

な社会の実現など、様々な社会課題に直面しています。国と社会の持続可能な発展のためにも、その早急

な解決が強く求められています。 

産総研は、令和7年2月に第6期中⾧期計画を策定し、「社会課題の解決と我が国の産業競争力強化に貢

献するイノベーションの連続的創出」をミッションとして掲げました。このミッションを達成するには、

産業界と連携して研究成果を製品やサービスの形で社会実装し、イノベーションを起こすことが必要です。

そのため経営方針において、日本に次々とイノベーションを生み出す仕組み、「イノベーション・エコシ

ステム」を提唱し、令和12年度以降に自らがその中核となることを目指しています。この実現には、産

総研の組織としての価値を一層高めることが不可欠です。このため、第5期では、ガバナンス改革・組織

改革、融合研究促進の体制整備、研究ポートフォリオ策定、人事制度改革、エンゲージメント向上を進め

ました。第6期中⾧期目標期間の初年度となる令和7年度においては、第5期に整備した仕組みを土台に、

研究開発成果の最大化と社会実装の加速に取り組みました。領域横断・融合による研究推進、企業等との

大型連携やオープンイノベーションの場の充実、ABCI-Q（量子・古典融合計算基盤）の一般サービス提

供やスタートアップ創出支援の強化とともに、人材確保・育成、DEI風土の醸成を通じて、職員が挑戦し

やすい環境の整備を進めました。 

 

具体的には、エネルギー・環境・資源制約への対応、人口減少・高齢化社会への対応、レジリエントな

社会の実現などの社会課題解決と、産業競争力の強化に向けた政策的要請に対応するため、産総研の多様

な研究領域の総合力を活かし、分野横断・領域融合による研究開発を推進しました。研究領域ごとに研究

成果を創出する体制に加えて、社会課題解決に必要な技術を複数の領域から集めた䐻つの実装研究センタ

ーを設置しました。ここでは研究開発だけでなく実証や標準化などにも注力し、技術の社会実装を迅速に

進めています。例えば、カーボンニュートラル実現に向け、CO₂から燃料を直接合成するLPG合成装置の

ベンチスケール規模での製造技術実証を完了しました。 

 

企業との連携を通じた社会実装も着実に前進させています。産総研が主導する戦略的都市鉱山開発拠点

（SURE）コンソーシアムでの取組において、産総研が開発した世界初の無人選別システムを、コンソー

シアムの会員企業が実証プラントとして導入し、稼働を開始しました。また、ABCI-Qの一般提供サービ

スを開始し、量子コンピュータのユースケース創出を加速するとともに、インキュベーションフロアに複

数の企業を誘致するなど、量子ビジネスを活性化する場を提供しています。さらに、株式会社AIST 
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Solutions（AISol）と連携し、共同研究や民間資金獲得を拡大するとともに、スタートアップ創出を支援

する体制を一層強化しています。加えて、AISolでは産総研をはじめとする研究機関の技術と企業の事業

課題をつなぐ、オープンイノベーション特化型生成AIプラットフォーム「Bibbidi」を整備しています。

これにより、多様な研究成果を分野横断的に探索・活用しやすくし、研究機関と企業の連携を促進するこ

とで、イノベーション創出の加速を目指しています。 

 

人材育成においては、多様で優秀な人材の確保と育成を進めるとともに、キャリア採用、カムバック採

用など、様々な手法を用意して採用強化を進めました。また、DEIに係る各種セミナー等を通じてDEI風

土の醸成を行い、多様な職員等が各々の能力を発揮でき、イノベーションが生まれやすい職場環境の整備

を進めています。 

 

日本の産業競争力復活の鍵は、イノベーション・エコシステムを早急に構築することにあると考えてい

ます。日本最大級の公的研究機関である産総研は、ナショナル・イノベーション・エコシステムの中核と

しての役割を果たすべく、企業や大学・公的機関と連携しながら革新的な技術を着実に社会実装へつなげ、

日本から次々とイノベーションが生まれるよう取り組みます。 

また、経済産業省の定める産総研の中⾧期目標期間は4期にわたり䐹年間となっていましたが、第䐺期中

⾧期目標期間は、一層真摯に目標に取り組み、着実に成果を上げるべく、䐻年間となりました。第䐺期に

おいても、第䐹期で策定した方針を継承しつつ、更に組織としてのパフォーマンス向上に取り組んでまい

ります。 

皆様のますますのご理解とご支援をお願い申し上げます。 

 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事⾧ 兼 最高執行責任者  石 村 和 彦 
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２．法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的 
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、鉱工業の科学技術に関する研

究及び開発等の業務を総合的に行うことにより、産業技術の向上及びその成果の普及を図り、もって経

済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資することを目的

としています。（国立研究開発法人産業技術総合研究所法第3条） 

 

（２）業務内容 
産総研は、国立研究開発法人産業技術総合研究所法第3条の目的を達成するため、以下の業務を行っ

ています。 

1） 鉱工業の科学技術に関する研究及び開発並びにこれらに関連する業務 

2） 地質の調査業務 

3） 計量の標準を設定、計量器の検定、検査、研究及び開発並びにこれらに関連する業務並びに計量

に関する教習業務 

4） 上記業務に係る技術指導及び成果の普及業務 

5） 産業技術力強化法第䐶条第䐶項に規定する技術経営力の強化に寄与する人材を養成し、その資質

の向上を図り、及びその活用を促進する業務 
6） 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第䐷䐸条の䐺第䐵項の規定による出資並びに

人的及び技術的援助のうち政令で定める業務 

 

３．政策体系における法人の位置付け及び役割 

産総研は、鉱工業の科学技術に関する研究開発等の業務を総合的に行う国立研究開発法人であり、産

業技術の向上及びその成果の普及を図ることで経済及び産業の発展等に資すること等を目的とし、経済

産業省がその所掌事務である「民間における技術の開発に係る環境の整備に関すること」、「鉱工業の科

学技術の進歩及び改良並びにこれらに関する事業の発達、改善及び調整に関すること」、「地質の調査及

びこれに関連する業務を行うこと」、「計量の標準の整備及び適正な計量の実施の確保に関すること」を

遂行する上で中核的な役割を担っています。 

また、産総研は、「特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法（平成䐶䐼年法

律第䐸䐷号）」により、世界最高水準の研究開発の成果の創出が相当程度見込まれる組織として「特定国

立研究開発法人（以下「特定法人」という。）」に指定されており、世界最高水準の研究開発の成果を

創出するとともに、その普及及び活用の促進を図ることで国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与す

ることが強く期待されています。 

近年の我が国を取り巻く状況は急速に変化しています。地球規模ではエネルギー問題、温暖化をはじ
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めとする地球環境バランスの変化、突発的な新興感染症の世界的流行、国際情勢の変化による地政学

的・保護主義的リスクの高まりといった予測困難で不確実性の高い問題に直面すると同時に、国内では

少子高齢化、自然災害の増加といった社会課題を抱えています。また、生成AIや量子コンピューティン

グといった先端技術分野における急激な技術進歩やこれらの覇権を狙う各国の技術競争がますます激し

くなっています。 

その中で、経済安全保障や研究基盤の持続性といった新たな政策要請を先取りして対応する橋渡し戦

略が盛り込まれた「統合イノベーション戦略䐶䐴䐶䐹」（令和䐻年䐺月䐺日閣議決定）では、国立研究開発法

人に対して、単なる研究成果の創出にとどまらず、国家的・社会的課題に対する解決志向の研究開発を

中核的に担い、産学官連携や社会実装をけん引する役割を果たすことへの期待が明確に示されています。

こうした方針を踏まえ、産総研は令和䐻年度において、幅広い研究領域を有する総合性、実装研究や標

準化・評価技術を含む知的基盤の蓄積、AISol等を通じた企業連携・事業化機能を活かし、イノベーシ

ョン・エコシステムの中核機関としての役割を果たすべく研究開発及び社会実装に係る取組を推進しま

した。 

なお、第䐻期「科学技術・イノベーション基本計画」（令和䐼年䐷月䐶䐻日閣議決定）において、特定法

人には、世界最高水準の研究成果を創出し、我が国のイノベーションを駆動する中核的な機関として、

戦略的に重要な技術領域に係る研究を先導しつつ、国家戦略に基づき国家的課題等を担う産学のプラッ

トフォーム機能や国研の価値を最大化する仕組みを一層強化していくことへの必要性が示されています。  

最後に、国の政策体系において産総研の業務がどのように位置付けられるか、政策体系図を以下に示

します。 

 

 
図：産総研に係る政策体系図（第䐺期中⾧期目標より抜粋） 



  

 

5 

４．中⾧期目標 
（１）概要 

エネルギー・環境・資源制約への対応、人口減少・高齢化社会への対応、レジリエントな社会の実現

といった社会課題の解決に向け、研究開発が更に⾧期化する傾向にある中、特定法人としてより中⾧期

を見据えた研究開発に注力するため、産総研の令和䐻年度から始まる第䐺期の中⾧期目標期間は、䐻年間

（令和䐻年䐸月䐵日～令和䐵䐸年䐷月䐷䐵日）とされています。 

本中⾧期目標においては、産総研として達成すべき成果を示されるとともに、当該期間を超えた中⾧

期的に目指すべき姿を見据え、国内外の技術競争が更に激化する中での社会や情勢の変化に対応しつつ、

産総研のミッションを着実に達成していくことが求められています。 

上記を踏まえ、令和䐻年度から始まる第䐺期中⾧期目標期間における産総研のミッションは、「社会課

題の解決と我が国の産業競争力強化に貢献するイノベーションの連続的創出」とされており、この実現

に向け産総研は、企業・大学等との一層の連携強化や、社会課題に寄り添った課題設定力の向上を図る

とともに、産総研の総合力を活かして、理事⾧のリーダーシップの下、以下の取組を行っています。 

 

i. 世界最高水準の研究開発成果の創出及びその成果の確実な社会実装 

ii. 企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献 

iii. 我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営 

 

なお、詳細については、第䐺期中⾧期目標をご参照ください。 

 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 
産総研は、中⾧期目標における以下の3項目を一定の事業等のまとまりと捉えて、この区分に基づく

セグメント情報を開示しています。 

項目ごとの以下の取組により、産総研の総合力を生かして国や社会の要請に対応する世界最高水準の

研究機関を目指します。 

 

i. 世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装 

産総研の総合力を活かして融合研究を強化し、世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実

な社会実装を目指す。また、政府の重点分野における政策目標を達成するため、政府の中⾧期戦略等

に即して、AI、量子、半導体、GX、マテリアルDX、バイオものづくり等の先端基盤技術について、

戦略的・集中的な研究開発を行い、世界最高水準の研究成果を創出する。特に、グローバル拠点を整

備・強化し、競争領域、協調領域を整理しつつ、グローバル競争力の向上を意識した研究開発を強力

に推進する。 
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ii. 企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献 

国立研究機関として、自らが中心となって研究開発を実施するだけでなく、国内外の企業、大学、

公的機関との連携強化等を通じたイノベーション・エコシステムの形成や知的基盤等を維持・整備・

拡充する。 

 

iii. 我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営等 

我が国のイノベーション・エコシステムの中核としての役割を果たすため、高度な専門性・知見を

有する有為な人材の確保と育成、産総研の活動の的確な発信、DXに代表される効率化の推進、産総

研の総合力を一層発揮する運営体制を構築する。 

 

５．法人の⾧の理念や運営上の方針・戦略等 

➀ 産総研ビジョン 
産総研は、2001年に独立行政法人として発足して以来、持続可能な社会の実現に向けて、社会課題

を解決し、経済発展を生み出すための技術を世に送り出すべく研究活動を続けて参りました。この間、

社会課題はますます複雑化・重層化し、人類はかつて経験したことのない課題に直面しています。 

このような状況において、組織発足から䐶䐴年の節目を迎えるにあたり、今一度、私たちが社会にお

いて果たすべき役割・ありたい姿を見つめ直し、「産総研ビジョン」を令和䐷年に制定しました。産総研

が社会に果たす使命、大切にする価値観、そして未来へ向けて育んでいく文化を、「ともに挑む。つぎ

を創る。」の言葉に込め、産総研に集うすべての人と共有することで、更に組織一丸となって持続可能

な社会の実現を目指します。 

 

 
図：産総研ビジョン 
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➁ 運営上の方針・戦略等 
産総研が目指す姿は、将来にわたって国の産業技術をけん引するため、企業、大学、公的研究機関と

ともに成⾧し続け、イノベーション・エコシステムの中核機関となることです。国立研究開発法人の中

⾧期目標期間（最⾧䐻年）を超えて目指す姿を実現するために、産総研の将来のあるべき姿からバック

キャストした野心的な戦略を示す、産総研の経営方針を策定しています。産総研が目指す姿を実現する

ため、第䐹期では、様々な改革に取り組んできました。例えば、経営体制の見直しにより、経営と執行

の分離、研究開発責任者や運営統括責任者の設置、任期付職員制度の廃止や新規採用者の大幅増加、

AISolの設置、事業所の集約などの徹底した業務効率化などがあります。 

第䐺期は、第䐹期に整えた仕組みを使って、成果をあげていく時期です。これは、イノベーション・

エコシステムの中核としてふさわしい「成⾧し続ける国研」として飛躍することでもあります。そのた

めには、産総研の強みである人材、技術、設備、知的基盤などの求心力・発信力・共創力を一層高め、

他機関と相互に好影響を及ぼし合うという好循環を生むことが重要です。そして何よりも、国内最大級

の総合研究所として国内外の企業や大学などと一丸となり、多くのイノベーションを連続的に創出して

いくためには、産総研の質の向上と規模の拡大が必須です。 

質の向上とは、人材・ブランド・組織力の強化を更に進め、世界最高水準の研究成果の創出と成果の

社会実装を実現することです。また規模の拡大とは、運営費交付金、競争的資金、民間資金をバランス

よく活用した経営基盤とし、第䐺期末にはそれらが同等規模となり、事業規模は第䐹期の倍化（約䐶,䐴䐴䐴

億円）を目指すことです。加えて、得られた研究資源を源泉とし、さらなる研究開発へと生かすことで、

持続的に価値を創造していくことを目指します。第䐺期を通じて特に重点的に行う取組は以下の䐷つで

す。 

 

i. 世界最高水準の研究成果の創出と成果の社会実装 

・ 組織的な社会実装の加速：社会実装に向けた融合研究の取組、エンジニアリング人材の増強な

ど 

・ 技術インテリジェンスの強化：重要技術情報の収集・分析、関係各所への情報提供など 

・ 世界最高水準の研究成果創出のための融合：大学・国際連携・地域連携などの推進、AI活用な

どの産総研DXの推進など 

 

ii. イノベーション・エコシステムの中核としての活動規模の拡大と機能強化 

・ 研究資金の獲得：民間資金獲得の拡大、競争的資金獲得の拡充など 

・ イノベーション基盤の強化：知財活用・国際標準化の一層の推進、人材を育成・循環するハブ

拠点機能の強化など 

 

iii. 人材・ブランド・組織力の強化 

・ 人材価値の最大化：国内外の優秀人材の獲得強化、人材育成と活用に向けたキャリア形成の多

角化、戦略的な人材配置など 
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・ エンゲージメントの向上：働きがいのある職場、DEIの推進と働きやすい職場環境の構築など 

・ グループ全体のブランディング：ブランディング活動の強化など 

 

 
図：産総研の⾧期展望を見据えた第6期経営方針の位置付け 

 

６．中⾧期計画及び年度計画
産総研は、中⾧期目標を達成するための中⾧期計画と同計画に基づく年度計画を作成しています。第

䐺期中⾧期計画（令和䐻年䐸月～令和䐵䐸年䐷月）に掲げる項目は以下のとおりです。また、中⾧期計画に

基づき、令和䐻年度計画を策定しています。 

なお、詳細については、第䐺期中⾧期計画及び令和䐻年度計画をご参照ください。年度計画には対応

する中⾧期計画も参考情報として記載しています。 

 

I. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1. 世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装 

【世界最高水準の研究開発成果の創出】 

（１）産総研の総合力を活かした融合研究の強化 

（２）重点政策に対応した戦略的研究開発と世界的な拠点の強化 

（３）将来の社会実装につながる先端的技術シーズの創出 

【社会実装の加速】 

（４）共同研究強化とスタートアップ創出を通じた社会実装の加速 

【地域連携】 

（５）産総研がけん引する地域イノベーションの推進 
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2. 企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献 

【産総研の知見の活用】 

（１）オープンイノベーションの活性化と地域企業の技術力向上への貢献 

（２）標準化活動の一層の強化 

（３）国内外の技術インテリジェンス機能の強化と政府の政策立案への協力 

【産業基盤の整備】 

（４）知的基盤等の維持・整備・拡充の継続 

（５）ものづくり基盤加工技術の革新と普及 

【産総研の設備、機能の提供】 

（６）企業の研究開発活動に貢献する研究設備の整備・提供 

3. 我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営 

（１）産総研の研究開発力をより一層向上させる運営体制の構築 

（２）有為な専門人材の確保 

（３）研究開発成果等の的確な対外発信によるブランディングの強化 

（４）研究DXの推進 

II. 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

1. 柔軟で効率的な業務推進体制 

2. 研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

3. 業務の電子化 

4. 業務の効率化 

5. 合理的な調達の実施 

III. 財務内容の改善に関する事項 

1. 予算（人件費の見積もりを含む） 

2. 収支計画 

3. 資金計画 

IV. 短期借入金の限度額 

V. 剰余金の使途 

VI. その他業務運営に関する重要事項 

1. 人事に関する事項 

2. 研究セキュリティ・インテグリティの確保 

3. 業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの推進 

4. 情報公開の推進等 

5. 施設及び設備に関する計画 

6. 人事に関する計画 

7. 積立金の処分に関する事項 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 
（１）ガバナンスの状況 

産総研では、業務の有効性及び効率性の向上、法令等の遵守の促進、資産の保全並びに財務報告及び

非財務報告に係る情報の信頼性を確保するため、中⾧期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、

研究所のミッションを有効かつ効率的に果たす仕組みとして内部統制システムを整備しています。具体

的には国立研究開発法人産業技術総合研究所内部統制規程において、内部統制に関する重要な業務の実

施状況の把握、改善策の検討などを行う内部統制委員会等を設置しています。 

なお内部統制システムの整備に関する事項の詳細については、国立研究開発法人産業技術総合研究所

業務方法書及び国立研究開発法人産業技術総合研究所内部統制規程などをご参照ください。 

 

 
図：組織運営体制 
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（２）役員等の状況 
➀ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

令和䐼年䐷月䐷䐵日現在 

役 職 氏  名 任    期 担   当 経     歴 

理事⾧ 石村 和彦 自 令和䐻年䐸月䐵日 

至 令和䐵䐴年䐷月䐷䐵日 

最高執行責任者 昭和54年4月 

平成18年1月 

平成18年4月 

 

平成19年1月 

 

平成20年3月 

 

平成22年1月 

 

平成27年1月 

平成30年1月 

令和2年3月 

令和2年4月 

旭硝子（現AGC）株式会社 入社 

同社 執行役員 関西工場⾧ 

同社 執行役員 エレクトロニクス＆エ

ネルギー事業本部⾧ 

同社 上席執行役員 エレクトロニクス

＆エネルギー事業本部⾧ 

同社 代表取締役 兼 社⾧執行役員

COO 

同社 代表取締役 兼 社⾧執行役員

CEO 

同社 代表取締役会⾧ 

同社 取締役会⾧ 

同社 取締役 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事⾧ 

副理事⾧ 

（常勤） 

小原 春彦 自 令和䐻年䐸月䐵日 

至 令和䐽年䐷月䐷䐵日  

上級執行役員、研

究開発責任者、研

究戦略本部⾧、つ

くばセンター代表 

昭和䐺䐶年䐸月 

平成䐶䐵年䐺月 

 

平成䐶䐺年䐸月 

平成䐶䐻年䐸月 

 

令和䐶年䐸月 

 

令和䐶年䐸月 

令和䐷年䐸月 

令和䐹年䐸月 

令和䐻年䐸月 

工業技術院電子技術総合研究所 入所 

独立行政法人産業技術総合研究所 企

画本部 産業技術総括調査官 

同研究所 エネルギー技術研究部門⾧ 

同研究所 エネルギー・環境領域 研究

戦略部⾧ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事 

同研究所 エネルギー・環境領域⾧ 

同研究所 執行役員 

同研究所 上級執行役員 

同研究所 副理事⾧ 

理事 

（常勤） 

片岡 隆一 自 令和䐷年䐸月䐵日 

至 令和䐽年䐷月䐷䐵日 

上 級 執 行 役 員 、 運

営 統 括 責 任 者 、 内

部統制統括責任者 

平成5年4月 

平成25年6月 

平成26年7月 

平成28年6月 

平成30年7月 

 

令和2年8月 

令和3年4月 

通商産業省 入省 

経済産業政策局 調査課⾧ 

財務省 大臣官房参事官（主計局担当） 

製造産業局 産業機械課⾧ 

内閣府 参事官（産業・雇用担当）（政

策統括官（経済財政運営担当）付） 

特許庁 総務部 総務課⾧ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 



  

 

12 

理事 

理事 

（常勤） 

徳増 伸二 自 令和䐻年䐻月䐵日 

至 令和䐽年䐺月䐷䐴日 

上 級 執 行 役 員 、 経

営企画本部⾧、Ｇ-

QuATスーパーバイ

ザー 

平成䐺年䐸月 

平成䐵䐺年䐺月 

平成䐶䐶年䐻月 

平成䐶䐸年䐻月 

 

平成䐶䐹年䐷月 

 

平成䐶䐺年䐺月 

 

平成䐶䐼年䐻月 

平成䐷䐴年䐵䐴月 

令和䐶年䐻月 

 

令和䐷年䐼月 

令和䐹年䐻月 

 

令和䐻年䐻月 

通商産業省 入省 

日本機械輸出組合ブラッセル事務次⾧ 

内閣官房 

NEDO 技術開発推進部 技術開発企画

課⾧ 

産業技術環境局 産業技術政策課 国際

室⾧ 

同局 技術振興課 産業技術総合研究所

室⾧ 

製造産業局 参事官 

同局 化学物質管理課⾧ 

経済産業政策局 地域経済グループ 地

域経済産業政策課⾧ 

復興庁 統括官付参事官 

内閣府 科学技術・イノベーション推

進事務局 審議官 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事 

理事 

（常勤） 

宮崎 歴 自 令和䐺年䐸月䐵日 

至 令和䐽年䐷月䐷䐵日 

執 行 役 員 、 ブ ラ ン

デ ィ ン グ ・ 広 報 部

⾧ 、 イ ノ ベ ー シ ョ

ン人材部⾧ 

平成䐵䐵年䐸月 

 

平成䐷䐵年䐸月 

 

 

令和䐶年䐸月 

 

令和䐸年䐸月 

 

令和䐹年䐸月 

令和䐹年䐵䐴月 

令和䐺年䐸月 

工業技術院生命工学工業技術研究所 

入所 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

生命工学領域 研究戦略部 研究企画室

⾧ 

同研究所 生命工学領域 細胞分子工学

研究部門⾧ 

同研究所 研究戦略企画部次⾧ 兼 生

命工学領域 副領域⾧ 

同研究所 ブランディング・広報部⾧ 

同研究所 執行役員 

同研究所 理事 

理事 

（非常勤） 

柳 弘之 自 令和䐷年䐸月䐵日 

至 令和䐽年䐷月䐷䐵日 

 
昭和䐹䐷年䐸月 

平成䐵䐶年䐸月 

 

平成䐵䐹年䐸月 

平成䐵䐺年䐶月 

 

平成䐵䐽年䐷月 

平成䐶䐵年䐵月 

平成䐶䐵年䐷月 

ヤマハ発動機株式会社 入社 

同 MC事業部 製造統括部 早出工場⾧

兼 森町工場⾧ 

MBK Industrie 取締役社⾧ 

Yamaha Motor India Pvt．Ltd． 取締

役社⾧ 

ヤマハ発動機株式会社 執行役員 

同 生産本部⾧ 

同 上席執行役員 
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平成䐶䐶年䐷月 

平成䐶䐷年䐺月 

平成䐷䐴年䐵月 

平成䐷䐵年䐷月 

平成䐷䐵年䐷月 

 

令和䐷年䐷月 

令和䐷年䐸月 

 

令和䐷年䐺月 

令和䐸年䐵月 

令和䐸年䐷月 

令和䐸年䐺月 

同 代表取締役社⾧ 社⾧執行役員 

ヤマハ株式会社 社外取締役 

ヤマハ発動機株式会社 代表取締役会⾧ 

AGC株式会社 社外取締役 

キリンホールディングス株式会社 社外

取締役 

ヤマハ発動機株式会社 取締役会⾧ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事（非常勤） 

日本航空株式会社 社外取締役 

ヤマハ発動機株式会社 取締役 

同 顧問 

三菱電機株式会社 社外取締役 

理事 

（非常勤） 

秋池 玲子 自 令和䐸年䐸月䐵日 

至 令和䐵䐴年䐷月䐷䐵日 

 平成䐶年䐸月 

平成䐽年䐵月 

 

平成䐵䐹年䐺月 

平成䐵䐼年䐵䐵月 

 

令和䐷年䐵月 

 

令和䐸年䐸月 

キリンビール株式会社 入社 

マッキンゼー・アンド・カンパニー 

入社 

株式会社産業再生機構 入社 

ボストン コンサルティンググループ 

入社 

ボストン コンサルティンググループ 

日本共同代表 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事（非常勤） 

理事 

（非常勤） 

佐藤 康博 自 令和䐹年䐸月䐵日 

至 令和䐽年䐷月䐷䐵日 

 

 昭和䐹䐵年䐸月 

平成䐵䐹年䐷月 

 

平成䐶䐵年䐸月 

平成䐶䐵年䐺月 

 

平成䐶䐷年䐺月 

平成䐶䐹年䐻月 

平成䐶䐺年䐺月 

 

 

平成䐷䐴年䐸月 

平成䐷䐴年䐺月 

令和䐶年䐺月 

 

令和䐷年䐷月 

 

日本興業銀行 入行 

株式会社みずほコーポレート銀行 執

行役員 

同 取締役頭取 

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ 取締役 

同 取締役社⾧（グループCEO） 

株式会社みずほ銀行 取締役頭取 

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ 取締役 兼 執行役社⾧（グループ

CEO） 

同 取締役会⾧ 兼 執行役 

同 取締役会⾧ 

一般社団法人日本経済団体連合会 副

会⾧ 

総合科学技術・イノベーション会議 

議員 
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令和䐸年䐸月 

 

令和䐸年䐺月 

令和䐹年䐸月 

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ 取締役 

同 特別顧問 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事（非常勤） 

理事 

（非常勤） 

小島 啓二 自 令和䐻年䐻月䐵日 

至 令和䐽年䐺月䐷䐴日 

 昭和䐹䐻年䐸月 

平成䐶䐴年䐸月 

平成䐶䐷年䐸月 

平成䐷䐴年䐸月 

平成䐷䐵年䐸月 

 

令和䐷年䐺月 

 

令和䐸年䐸月 

 

令和䐻年䐸月 

令和䐻年䐺月 

令和䐻年䐻月 

株式会社日立製作所 入社 

中央研究所⾧ 

日立研究所⾧ 

同社 代表執行役 執行役副社⾧CISO 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事（非常勤） 

株式会社日立製作所 取締役 代表執行

役 執行役社⾧ 兼 COO 

同社 取締役 代表執行役 執行役社⾧ 

兼 CEO 

同社 取締役副会⾧ 

同社 副会⾧ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事（非常勤） 

監事 

（常勤） 

米山 千佳子  自 令和䐻年䐻月䐵日 

至 令和䐽年度財務諸

表承認日  

 平成䐵䐷年䐸月 

平成䐶䐹年䐵䐴月 

 

平成䐶䐻年䐸月 

 

平成䐷䐴年䐵䐴月 

 

令和䐶年䐻月 

 

令和䐸年䐻月 

令和䐹年䐻月 

令和䐻年䐸月 

 

 

令和䐻年䐻月 

独立行政法人産業技術総合研究所 入所 

同研究所 総務本部 人事部 人事室人事

総括グループ⾧ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

総務本部 業務 推進支援部 法務室⾧ 

同研究所 つくばセンターつくば中央第

一事業所 研究業務推進室⾧ 

同研究所 臨海副都心センター 研究業

務推進部⾧ 

同研究所 総務本部 総務企画部⾧ 

同研究所 総務本部 人事部審議役 

同研究所 運営統括本部 副本部⾧ 兼 

運営統括本部 企画部⾧ 兼 運営統括本

部 DEI人事部⾧ 

同研究所 監事 

監事 

（非常勤） 

大橋 裕子 自 令和䐻年䐻月䐵日 

至 令和䐽年度財務諸

表承認日 

 平成䐶年䐸月 

平成䐽年䐵䐴月 

 

 

 

平成䐶䐶年䐺月 

スタンダードチャータード銀行 入社 

太田昭和監査法人（現EY新日本有限責

任監査法人）入所 

（平成䐵䐺年䐼月～平成䐵䐽年䐻月 財務会計

基準機構 企業会計基準委員会 出向） 

東京共同会計事務所 入所 
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平成䐶䐸年䐸月 

 

平成䐶䐹年䐼月 

平成䐶䐼年䐵月 

 

平成䐶䐼年䐵䐵月 

 

令和䐻年䐻月 

Mazars＆SCS有限責任監査法人 入所 

代表社員 

大橋裕子公認会計士事務所 設立 所⾧ 

独立行政法人福祉医療機構 監事（非

常勤） 

東京都地方独立行政法人評価委員会 

高齢者医療研究分科会 評価委員 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

監事（非常勤） 

 

➁ 会計監査人の氏名または名称及び報酬 
会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネットワー

クに属する者に対する、当事業年度の当法人及び連結対象とした特定関連会社の監査証明業務に基づ

く報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、以下のⅠ、Ⅱのとおりです。 

 

I. 当該監査法人に対する報酬の額 

区  分 
監査証明業務に基づく報酬の

額（百万円）※ 

非監査業務に基づく報酬の額

（百万円）※ 

当法人 23 - 

特定関連会社 12 - 

計 35 - 
※税抜き金額である。百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

II. 当該監査法人と同一のネットワークに属する者に対する報酬の額 

区  分 
監査証明業務に基づく報酬の

額（百万円）※ 

非監査業務に基づく報酬の額

（百万円）※ 

当法人 - - 

特定関連会社 - 䐹 

計 - 5 
※税抜き金額である。百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 
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（３）職員の状況 
常勤職員は令和䐻年度末現在䐷,䐴䐼䐶名（前年度末比䐹䐽名増加、䐶.䐴%増（役員を除く））であり、平均年

齢は䐸䐹.䐸歳（前年度末䐸䐺.䐴歳）となっています。このうち、国等からの出向者は䐵䐺名、民間からの出向

者は䐹名、独立行政法人からの出向者は䐴名です。令和䐼年䐷月䐷䐵日退職者は䐺䐵名です。 

また、女性管理職割合は䐵䐶.䐷％（前年度末䐵䐷.䐽%）、育児休業取得率については、男性䐹䐹.䐻％（前年

度末䐸䐵.䐼%）、女性䐽䐴.䐴％（前年度末䐽䐴.䐺%）です。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

➀ 当事業年度中に完成した主要な施設等 
地域における研究開発の連携ニーズに応えるための拠点整備事業（北陸拠点）（取得価格：䐵,䐹䐸䐷百

万円） 

つくば中央䐷-䐵䐴棟機械設備（排ガス処理設備）改修その他工事（取得価格：䐵,䐶䐴䐻百万円） 

水道インフラ強靭化のための水流量標準の開発拠点整備事業（増築棟）（取得価格：䐼䐷䐻百万円） 

つくば中央䐶-䐵䐶棟䐴䐵䐵䐵䐵室他機械設備（クリーンルーム設置）改修その他工事（取得価格：䐹䐼䐻百

万円） 

つくば中央䐶-䐵棟電気設備（鍵カード設置他）工事（取得価格：䐸䐶䐴百万円） 

つくば中央䐶-䐵䐵A棟建築（防音壁他）新設工事（取得価格：䐷䐼䐺百万円） 

つくば北-䐵䐼棟電気設備（装置用力）新設その他工事（取得価格：䐷䐵䐷百万円） 

北事業所流体輸送実験施設機械設備（送水ライン他）改修工事（取得価格：䐶䐽䐺百万円） 

つくば中央䐶-䐵棟他電気設備（鍵カード設置・システム改修他）工事（取得価格：䐶䐽䐸百万円） 

つくば中央䐺-䐸棟他建築（エレベーター・渡り廊下）増築その他工事（取得価格：䐶䐺䐹百万円） 

 

➁ 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 
量子コンピュータの産業化に向けた環境整備事業 

先進化合物半導体研究開発拠点整備事業 

ペロブスカイト太陽電池の認証設備等強化事業 

先端リソグラフィ研究開発拠点（仮称）整備事業 

 

➂ 当事業年度中に処分した主要な施設等 
つくばセンター中央事業所䐵群外周 特高棟（B䐸）、高圧棟（B䐸）（既存棟）、高圧棟（B䐸）（増築

棟）、環境管理棟の除却（取得価格：䐶䐼䐸百万円、減価償却累計額：䐵䐹䐶百万円、減損累計額：䐵䐷䐶

百万円） 

売却については該当なし。 
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（５）純資産の状況 
➀ 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 - - 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 

 

➁ 目的積立金の申請状況、取崩内容等 
前中⾧期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費及び除却相当額等の前中⾧期

目標期間繰越積立金14,213百万円を取り崩しています。 

 

（６）財源の状況 
➀ 財源の内訳 

（単位：百万円） 

区分 金額 構成比率（％） 

運営費交付金 205,741 75.81% 

施設整備費補助金 17,979 6.62% 

自己収入 47,672  

受託収入 29,139 10.74% 

その他自己収入 18,534 6.83% 

合計 271,393 䐵䐴䐴.䐴䐴% 
※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

➁ 自己収入に関する説明 
産総研では、鉱工業の科学技術に関する研究及び開発、地質調査、計量標準に係る業務、またそれ

らの研究成果の普及に関連した業務の収入として、47,672百万円の自己収入を得ています。この自己

収入の全体の61％（29,139百万円）は受託収入であり、主な収入先は、新エネルギー・産業技術総

合開発機構（44％）、その他公益法人（27％）、民間企業（16％）、経済産業省（9％）、その他省庁

（4％）となっています。 

受託収入以外のその他自己収入は、主に資金提供型における共同研究収入3,476百万円（全体の

7％）、知的所有権収入723百万円（同2％）、科学研究費補助金（科研費）など個人助成金からの間

接経費687百万円（同1％）となっています。共同研究収入の約57％（1,988百万円）は民間企業から

の提供資金です。 

その他自己収入にはこのほかオープンイノベーションにおける共用研究設備、研究機器等の共用施

設利用料（9,353百万円）、文部科学省等からの機関補助金（1,290百万円）、技術コンサルティング
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料（1,728百万円）、計量法に基づく計量器の検定料（122百万円）、地質、計量等の研究成果普及

品の頒布収入（72百万円）などがあります。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 
産総研は、社会及び環境への配慮の方針として、環境安全憲章を定めており、持続発展可能で、安

心・安全な社会の実現に向け、研究開発の成果を社会に送り出すとともに研究開発の過程においても環

境安全への配慮を進展させるように取り組んでいます。また、社会とのコミュニケーションの推進とし

て「産総研レポート」を通じて、環境安全衛生に関する情報を積極的に開示しています。 

 

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 
○ 研究組織体制 

産総研は、7つの研究領域と量子・AI融合技術ビジネス開発グローバル研究センター（G-QuAT）に

よる幅広い研究分野を有します。また、第6期に入り、社会課題の解決に貢献する戦略的研究開発を

推進するため、全所的・融合的な研究マネジメント機能を強化し、研究戦略本部に7つの実装研究セ

ンターを設置しました。産総研の総合力を最大限に発揮する体制を運用しています。 

 

 
図：研究組織体制 
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○ 外部に公開している研究インフラ 
オープンに利用できる大規模計算インフラであるABCIや超微細加工、実装、計測・評価、デバイ

ス試作のためのナノプロセシング施設等を有しております。令和7年度には量子研究の活性化に貢献

すべく、量子・古典融合計算基盤「ABCI-Q」をはじめとした量子分野における先端研究設備の提供

を開始しました。また、これら研究設備の利用にかかる手続きを見直し、外部から利用しやすい仕組

みの構築を進めています。 

 

図：外部に公開中の量子分野における先端研究設備 

 

○ 研究成果を社会実装へつなげる取組 
産総研は、企業等との外部連携機能を強化し、研究開発成果の社会実装への橋渡しを推進するとと

もに民間資金獲得の拡大を図るため、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平

成20年法律第63号）に基づき、産総研100％出資による成果活用等支援法人として、株式会社AIST 

Solutions（AISol）を令和5年4月1日付で設立しました。 

AISolとの連携により、令和䐻年度は新たに䐶つのパートナー企業とともに企業の名称を冠した連携

研究室（通称：冠ラボ）を設置し、研究開発成果の社会実装、社会課題の解決に取り組んでいます。

また、AISolは、産総研をはじめとする研究機関の技術と、企業の事業課題をつなぐオープンイノベ

ーション特化型生成AIプラットフォーム「Bibbidi」を䐶䐴䐶䐹年䐵䐴月䐵䐸日にローンチしました。我が国

における唯一無二の産学連携プラットフォームとしての期待を受け、当初の想定を超える反響もいた

だき、連携先の拡大に努めています。 
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図：AISolによる一気通貫のサービス 

 

図：技術とビジネスを橋渡すマッチングAI「Bibbidi」 

 

産総研は、AISolとの協業により、産学官による新たな価値を創造する取組を加速し、研究成果の

社会実装を通じて、社会課題の解決と我が国の産業競争力強化に貢献します。 

また、国内外の技術情報に関するインテリジェンス機能の強化として、技術インテリジェンス室を

「技術インテリジェンス部」へ改組し、NEDO TSC、特許庁、経済産業省イノベーション・環境局な

どと連携して、経済産業省への技術政策提言機能や所内の研究情報・研究シーズの集約・体系化と、

新興技術・重要技術の動向調査・市場ニーズ調査を実施する体制を強化しました。さらに、スケール

アップのためのエンジニアリング機能の強化に向けて、エンジニアリング室を「エンジニアリング部」

へ改組し、社会実装に向けた体制を拡充しました。 
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○ 研究を加速させるためのバックオフィスの取組 

➀ 人事制度について 
産総研では、イノベーションの連続的創出に向けて、「DEIの組織風土醸成」「多様な人材の採

用・活躍推進」「キャリア形成支援及びリーダー育成」「ワーク・ライフ・バランスの実現」を柱と

したダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DEI）を推進しています。令和䐻年度には、

DEIの共通認識を浸透させるため、「産総研が目指すDEI」を策定し、産総研がDEIを実現する理由

及び目指す姿を明確化しました。 

 

 
図：産総研が目指すDEI 

 

このほか、令和䐹年度秋以降、すべての領域等において修士卒研究職の採用を行うとともに、令

和䐺年度からは博士号取得を全面的に支援する「修士卒研究職育成支援制度」を継続して実施して

います。また、技術職の対象業務を拡大するなど、専門人材の採用にも積極的に取り組んでいます。

さらに、挑戦的に取り組んだ職員をより正当に評価する仕組みを整え、チャレンジを後押ししてい

ます。 

あわせて、キャリア支援や充実した研修プログラムにより従業員の自律的な成⾧をサポートして

います。コミュニケーションを促す交流スペースの整備など、誰もが働きやすい職場環境の整備に

も取り組んでいます。 

こうした施策の効果を測定するため、令和䐷年度からエンゲージメント調査を継続実施しており、

令和䐻年度の総合スコアは䐹点満点中䐷.䐺䐸と前年度（䐷.䐺䐵）から堅調に推移しています。設問別にみ
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ると、特に「成果や貢献に見合った評価」や「福利厚生への満足度」に関する設問はスコアが向上

しました。今後も職員の声を真摯に受け止め、人的資本の価値を高めることで、組織全体の持続的

な成⾧を支える基盤づくりを推進していきます。 

 

➁ 特例随意契約について 
産総研では、研究開発成果の早期発現及び向上のため、物品等の調達を迅速かつ効果的に行う特

例随意契約を導入しています。この制度は、研究開発に直接関係する物品・役務・製造請負・物件

の借入の調達に限り、定められた上限額（産総研では䐵千万円以下）の案件は、一般競争入札では

なく、公開見積競争により調達手続きが行えるものです。本制度により、契約までの期間を大幅に

短縮することができ、研究を加速させています。 

なお、産総研では、本制度の適用を受けるため、国が提示する条件等について、必要な措置を着

実にこなし、本制度の適用法人として指定されております。あわせて、本制度の適用を維持するべ

く、ガバナンス強化等の措置を講じているところです。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応 
（１）リスク管理の体制 

産総研における業務運営全般の適正性を確保するため、リスク管理及び危機対策に関する規程を定め、

各組織にリスク管理統括責任者及びリスク管理責任者を置くとともに、研究所に理事⾧を委員⾧とする

リスク管理や危機対策に関する審議等を行うためのコンプライアンス推進委員会を設置し、リスク情報

が同委員会に迅速に報告される体制を整備しています。加えて、業務の適正性を検証するため、担当部

署による内部監査を実施しています。 

 

 
図：リスク情報の報告体制 

 



  

 

23 

図：産総研における監査の連携 

 

（２）業務運営上の課題・リスクへの対応 

各業務フローを所掌する組織において、法令や国の指針等を踏まえた業務執行ルールを策定するとと

もに、それぞれの業務に内在するリスク要因を把握・分析して、職員等に対する説明会や研修、イント

ラでの案内等により、当該ルールやリスク要因等を周知徹底しています。 

また、コンプライアンス推進委員会を原則毎週開催し、同委員会において集約したリスク情報を基に

対応方針等を決定し、顧問弁護士とも連携しつつ、発生現場に対し具体的な指示を行い、迅速かつ適切

な問題解決に努めるとともに、リスクの発生要因等の分析結果を踏まえ、必要な再発防止策を講じてい

ます。 

加えて、内部通報や外部通報、研究ミスコンダクトに関する申立てを受けた場合には、調査委員会等

において調査を行い、その結果を理事⾧へ報告し、必要な是正措置等を講じています。 

 

 
図：産総研における研究ミスコンダクトへの対応体制 
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さらに「コンプライアンス推進月間」を設定し、そこでは産総研の内部講師のほかに、外部講師を招

きコンプライアンスに関する最新情報を職員に届けるコンプライアンス特別研修を実施しています。こ

うした取組により職員のコンプライアンス意識の更なる向上と定着を図っています。 

なお、詳細については、国立研究開発法人産業技術総合研究所業務方法書をご参照ください。 

 

９．業績の適正な評価の前提情報 
産総研は、「社会課題の解決と我が国の産業競争力強化に貢献するイノベーションの連続的創出」と

いうミッションの達成を目指しています。 

国内外の経済・社会情勢の変化の中で、国の科学技術イノベーション政策に貢献するため、世界最高

水準の研究成果の創出と成果の社会実装を目指します。そのために、以下の研究戦略を実行します。 

 

 
図：産総研の研究戦略の全体像 

 

１０．業務の成果と使用した資源との対比 
（１）当事業年度の主な業務成果・業務実績 

全ての項目について年度計画を達成した。主な成果は以下のとおり。 

 

「I.-1. 世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装」 

「産総研の総合力を活かした融合研究の強化」については、「カーボンニュートラル実現に向けた

CO₂分離・利用・固定・貯留（CCUS）技術の開発」に関して、CO₂から燃料を直接合成するLPG合成

装置のベンチスケール規模での製造技術実証を完了し、社会実装に向け大きく前進した。また、「疾

患の重症化予防及び治癒に寄与する革新的な診断・治療技術の開発」に関しては、ヒトやウイルスタ

ンパク質の未知の発光触媒機能を見出し、迅速診断法の構築へとつなげている。「強靭な国土と社会
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の構築に資する地質情報の整備と技術開発」に関しては、霧島山新燃岳2025年噴火の活動評価や推

移予測のための緊急調査をドローン等で行い、国の防災対応へ貢献した。「インテリジェント社会構

築に資するCPS技術の研究開発と社会実装の推進」に関しては、レベル4自動運転について、新たに

一般道での運行に必要な許認可を取得し、運行を開始するなど、社会実装を加速した。このほか、企

業活動における水リスクの可視化技術の開発、使用済タイヤのケミカルリサイクル技術の開発、蓄電

池の有機電極材料に関する研究開発、廃小型家電からのレアメタル回収に関する技術開発、水素エン

ジンの開発、標準用UV-LEDの開発、メタンハイドレートの調査、機能性化学品の連続フロー合成な

どにおいても顕著な成果が認められた。 

「重点政策に対応した戦略的研究開発と世界的な拠点の強化」については、「量子・古典計算機の

融合による新たな計算技術の研究開発と社会実装の推進」に関して、量子コンピュータ用デバイス材

料の低温評価手法を開発し、量子コンピュータ向けデバイス開発の加速に貢献した。また、「先端半

導体向けのデバイス、材料、プロセス、設計、評価の技術開発」に関しては、最先端ロジック半導体

の開発が可能な300mmの共用パイロットラインを国内で初めて構築して運用を開始したことにより、

企業の技術開発の加速に貢献している。このほか、SiCパワーデバイスの低コスト化技術開発、ペロ

ブスカイト高性能化に資する技術開発、電力需要の平準化・安定供給に貢献するシミュレーションな

どにおいても顕著な成果が認められた。 

「将来の社会実装につながる先端的技術シーズの創出」においては、「新たなマテリアル等の技術

シーズの創出」に関して、カーボンナノチューブ（CNT）の分散プロセスの最適化技術を構築した。

また、「次世代計量標準を含む革新的な計測・評価に貢献する技術シーズの創出」に関しては、国際

単位系（SI）における秒の定義の改定に向けた光格子時計の高精度化を達成した。このほか、ミリ

波・テラヘルツパワーセンサに関する技術開発、生物資源の高度利用やバイオモノづくり技術の高度

化に関する研究開発、首都圏における3次元地質地盤図の整備、屋内測位技術の性能評価に関する国

際標準の発行などにおいて、顕著な成果が認められた。 

「共同研究強化とスタートアップ創出を通じた社会実装の加速」については、成果活用等支援法人

である株式会社AIST Solutions（以下、AISol）と一体となって外部連携活動を拡大した。その結果、

大型共同研究の実施や施設貸利用の拡大などにより、民間資金等獲得額が対前年比で著しく増加した。 

「産総研がけん引する地域イノベーションの推進」については、新たなブリッジ・イノベーショ

ン・ラボラトリ（以下、BIL）として、山形県米沢市に「融合材料サステナブルプロセスBIL」を整備

した。また、産総研が主導して構築した香川県の地域企業を含む5者連携により、地域産業の強みや

ニーズを踏まえた地域イノベーションをけん引する研究開発成果が創出された。 

 

「I.-2. 企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献」 

「オープンイノベーションの活性化と地域企業の技術力向上への貢献」については、産総研が主導

する戦略的都市鉱山開発拠点（SURE）コンソーシアムでの取組において、産総研が開発した世界初

の無人選別システムを、コンソーシアムの会員企業が実証プラントとして導入し、稼働を開始した。

また、新たな活動拠点としてSURE技術普及推進センター（SURE PROST）を開所し、技術普及イベ
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ント（SUREカウンシル：エキスパートチュートリアル）や技術者育成講座（SUREアカデミー：つ

くばトランソーティクスカレッジ）を開始するなど、産総研のコンソーシアムがハブとなって、我が

国の産業が世界トップのリサイクル技術を獲得するための取組を拡充した。 

「標準化活動の一層の強化」については、国際規格を審議するISOのTC（専門委員会）やSC（分

科委員会）の議⾧に、産総研の職員3名が選出された。また、将来的に産業上の重要性が高まる量子

技術分野において、国際標準化専門委員会を産総研が主体となって日本に誘致して開催し、更にその

ワーキンググループの主査に産総研職員が就任した。 

「国内外の技術インテリジェンス機能の強化と政府の政策立案への協力」については、政府が主導

する「重点フロンティア領域」の選定プロセスに貢献した。 

「知的基盤等の維持・整備・拡充の継続」については、放射線計測の分野の国際会議を産総研が主

導して誘致し、福島県で開催した。また、温室効果ガス（GHG）の排出量の算出に用いるインベン

トリデータベース「AIST-IDEA（Ver.3.5）」の利用数が大幅に増加した。また、国内企業のGHG排出

量算定システムに組み込まれるなど、国内企業のGHG算出の根拠として、広く活用されるに至った。 

「ものづくり基盤加工技術の革新と普及」については、加工技術データベースの拡張に向けたデー

タ収集並びにデータセット作成の整備、技術ネットワークの構築を進めた。 

「企業の研究開発活動に貢献する研究設備の整備・提供」については、量子技術に関する世界トッ

プクラスの共用設備を運用可能な状態に整備し、かつ多くの利用があった。さらに、非常に多くの国

内外からの視察に対応し、産総研が量子技術のグローバル拠点となることを強くアピールした。また、

ABCI-Q（量子・古典融合計算基盤）の一般提供サービスを開始し、量子コンピュータのユースケー

ス創出を加速するとともに、インキュベーションフロアに複数の企業を誘致するなど、量子ビジネス

を活性化する場を提供した。 

 

「I.-3. 我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営」 

「産総研の研究開発力をより一層向上させる運営体制の構築」については、産総研の研究を戦略的

に実施できる体制を構築し、管理するための組織として研究戦略本部を設置した。また、研究領域ご

とに研究成果を創出する体制から独立し、複数の研究領域から研究者を集約し、必要な技術を融合さ

せ、産総研の研究戦略や社会実装を加速する組織として、7つの実装研究センターを創設し、これを

研究戦略本部に設置した。また、スタートアップ創出支援について、研究戦略本部 連携推進企画室

内にスタートアップ推進グループを新設し、AISolのプロデュース事業本部スタートアップ部との連

携体制を構築した。 

「有為な専門人材の確保」については、国際的に人材獲得競争が激化している人工知能（AI）分野

で、将来的な活躍が期待できるプロジェクトマネジメント人材を獲得し、既に国内外の連携拡大で活

躍している。 

「研究開発成果等の的確な対外発信によるブランディングの強化」については、対象者を企業や学

生に絞った広報・展示施設AIST-Cubeを開設した。対話型・理解促進型の展示施設とし、企業との連

携構築やリクルートのためのアピールの場として活用している。 
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「研究DXの推進」に関しては、実験自動化支援事業等によって研究DXを推進した。特に、ロボッ

トとAI技術を導入することで、触媒開発や材料評価等において、今までにない革新的な研究成果の創

出につながった。 

 

「II. 業務運営の改善及び効率化に関する事項」 

「柔軟で効率的な業務推進体制」については、第6期中⾧期計画で設定した目標を達成するために、

令和6年10月に第6期組織体制検討準備室を設置し、令和7年4月1日及び7月1日に組織再編を行った。 

「研究施設の効果的な整備と効率的な運営」については、量子・AIインキュベーション棟（仮称）

及び量子・AI精密機械棟（仮称）を整備するための設計を実施した。このほか、水流量標準開発拠点

の整備や北陸デジタルものづくりセンターの研究棟を拡張した。 

「業務の電子化」については、令和7年度までに新システムに移行した財務会計システム、勤怠管

理システム等を安定稼働させた。また、今後移行するシステムについては、設計、構築における課題

解決等を支援し、クラウドスマートでの再構築を進めた。業務オペレーションの変革を推進するため、

マイクロソフトの生成AI機能「Microsoft 365 Copilot」を試行的に導入し、活用効果を検証した。あ

わせて「生成AIシステム利用ルール」を策定し、情報セキュリティとコンプライアンスを担保した上

で、Microsoft 365 Copilot Chatの全所的な導入・利用を開始した。 

「業務の効率化」については、事務手続きの負担軽減に向けた業務改善に取り組むとともに、取組

を所全体に横展開することで組織全体の業務改革を推進した。また、生成AI等の新技術を活用した業

務DX推進に向けた体制構築を進めた。また、自発的に業務改革を推進する組織文化の醸成を促進し

た。 

 

「III. 財務内容の改善に関する事項」 

「財務内容の改善」については、産総研のミッション達成のために効果的な予算編成を実施し、予

算等の年度計画を作成した。また、令和6年度決算において、セグメント情報を7つの研究領域、研

究マネジメント、法人共通の単位で適正に開示した。財務諸表並びに連結財務諸表を適切に作成し、

主務大臣の承認を受けた後、速やかに公表した。不用となった資産等については、リサイクルの手続

きに関する所内周知を適宜行い、「財務会計申請システム（募集中のリサイクル資産）」により使用希

望者を募るとともに、所内で使用希望者のいない資産については産総研公式ホームページを活用した

外部需要調査を実施した。また、売却及び廃棄等を行った資産については適時適切に除却の会計処理

を行い、「減損の兆候」が確認された資産については、適切に財務諸表に反映させた。 

 

「IV. その他業務運営に関する重要事項」 

「人事に関する事項」については、多様で優秀な人材を獲得するため、研究職、事務職等それぞれ

の職種において、引き続き新卒、修士卒、経験者等、様々な採用形態で、キャリア採用、カムバック

採用等、様々な採用手法を用意して機動的な採用を実施した。また、DEIに係る各種セミナー等を通

じてDEI風土の醸成を行い、職員等が能力を発揮できる環境の構築を図った。キャリアプラン調査を
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通じて職員にキャリアモデルの提示を行い、自律的なキャリア形成意識の醸成を行った。 

「研究セキュリティ・インテグリティの確保」については、司令塔となる研究セキュリティ・イン

テグリティ部を2025年4月に新設した。その後、リスク対応を含む組織横断的な機能を強化するため、

2025年7月に研究インテグリティ・コンプライアンス推進部として再編した。研究ユニット等へのヒ

アリングの実施、「コンプライアンス推進月間」における特別研修やオンラインセミナーの活用によ

って、重要技術情報等管理の重要性の認識向上を図った。また、クラウド型セキュリティサービス

（SSEシステム）を所内ネットワークにも延伸し、強固なセキュリティシステムを構築し、インター

ネットサービス利用時のセキュリティを強化した。職員等基礎研修（e-learning）等を通じて研究倫

理についての教育研修や啓発活動、研究ノートシステムの更新と発表論文の元データ保存環境の構築、

利益相反マネジメントの活動を着実に実施した。 

「業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの確保」については、適正な業務の執行を確保

するため、問題発生前の予防的措置として国内外の法令や国の指針等を含めた社会動向の情報収集を

行いつつ、下請代金支払遅延防止法や公益通報者保護法の改正に係る具体的な対応も含めた所内への

情報提供を実施した。また、内部統制委員会において、内部統制に関する取組を着実に実施するとと

もに、その内部統制の仕組みが有効に機能しているかの点検・検証を行った。職員等のコンプライア

ンス意識を高めるため、職員等基礎研修（e-learning）及び階層別・分野別研修において、コンプラ

イアンスに関する講義を実施した。業務の適正性を検証するため、会計監査人による監査を実施した。 

「情報公開の推進等」については、個人情報の適切な管理に資するため、職員への研修の実施や点

検、監査を実施した。情報公開請求の対象となる法人文書の適切な管理の推進について、職員等の認

識と理解を深めるため、全職員等を対象に職員等基礎研修（e-learning）による研修を実施した。ま

た、各部署において管理状況の自主点検を行うとともに、現場調査を実施した。 

「施設及び設備に関する計画」については、つくばセンター改修計画に基づき、業務上の安全性へ

の影響が大きい施設・設備を優先的に改修し、インフラ設備に起因する研究機器の故障等による研究

停止や情報漏えい等のリスクを低減させた。また、地球温暖化対策の取組として、太陽光発電設備の

増設を行った。 

論文発表数などの経年データの推移は以下のとおり。 

 

  
図：経年データの推移 
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（２）自己評価 
（単位：百万円） 

項  目 評定 行政コスト 

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  䐵䐹䐶,䐶䐽䐺 

Ⅰ－１ 世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装  A 䐵䐷䐹,䐸䐴䐶 

Ⅰ－２ 企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献  A 䐵䐵,䐶䐼䐹 

Ⅰ－３ 我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営  A 䐹,䐺䐴䐽 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 B  

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 B  

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 B  

法人共通（Ⅱ～Ⅳを含む） 䐹,䐸䐷䐽 

合計 157,735 

［注1］ 百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

［注2］ 詳細については、国立研究開発法人産業技術総合研究所自己評価書を参照のこと。 

［注3］ 評定の説明 

経済産業省の評価基準（中期目標管理法人の基準を準用）に準拠 

Ｓ：法人の活動により、中⾧期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認

められる（定量的指標においては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の120%以上で、かつ質的に顕著な

成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中⾧期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標

においては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の120%以上とする。）。 

Ｂ：中⾧期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中⾧期計画値（又は

対年度計画値）の100%以上120%未満）。 

Ｃ：中⾧期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中⾧期計画値（又

は対年度計画値）の80%以上100%未満）。 

Ｄ：中⾧期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標に

おいては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の80%未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な

措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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（３）主務大臣による過年度の総合評定の状況 
 第䐹期中⾧期 

目標期間 

第䐺期中⾧期 

目標期間 

区分 令和䐷年度 令和䐸年度 令和䐹年度 令和䐺年度 令和䐻年度 

評定 B B B A － 
［注1］評定の説明 

経済産業省の評価基準（中期目標管理法人の基準を準用）に準拠 

Ｓ：法人の活動により、中⾧期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認

められる（定量的指標においては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の120%以上で、かつ質的に顕著な

成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中⾧期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標

においては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の120%以上とする。）。 

Ｂ：中⾧期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中⾧期計画値（又は

対年度計画値）の100%以上120%未満）。 

Ｃ：中⾧期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中⾧期計画値（又

は対年度計画値）の80%以上100%未満）。 

Ｄ：中⾧期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標に

おいては対中⾧期計画値（又は対年度計画値）の80%未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な

措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

１１．予算と決算との対比 
（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 差額理由 

収入    

運営費交付金 䐽䐼,䐸䐼䐻 205,741 （注䐵） 

施設整備費補助金 1,000 17,979 （注䐶） 

受託収入 28,208 29,139 （注䐷） 

その他収入 21,980 18,534 （注䐷） 

計 149,675 271,393  

支出    

業務経費 113,415 97,071 （注䐷） 

施設整備費 1,000 12,966 （注䐶） 

受託経費 27,330 28,072 （注䐷） 

間接経費 7,929 7,845  

計 149,675 145,954  
※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 
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※詳細については、決算報告書を参照。 

（１）区分は、年度計画に記載されている予算区分である。 

（２）予算金額は、当該年度の年度計画に記載されている予算金額である。 

（３）決算金額は、収入については現金預金の収入額に期末の未収金等の額を加減算したものを記載し、支

出については、現金預金の支出額に期末の未払金等の額を加減算したものを記載。 

（４）予算金額と決算金額の差額の説明 

・運営費交付金の予算金額には、エネルギー対策特別会計 先端半導体・人工知能関連技術勘定（当初分

䐷䐵,䐼䐴䐴,䐴䐴䐴,䐴䐴䐴円）が含まれております。 

・運営費交付金の決算金額には、令和7年度科学技術イノベーション創造推進費（8,422,795,000円）及び

エネルギー対策特別会計 先端半導体・人工知能関連技術勘定（当初分：31,800,000,000円、補正分：

98,831,000,000円）が含まれております。（注1） 

・施設整備費補助金は、前年度までに交付決定を受けて当年度に概算払い及び精算払いを受けており、収

入決算額は前年度までの繰越収入分（令和5年度分：1,045,574,236円、令和6年度分：9,690,614,381円、

令和7年度分：7,243,120,000円）を含んでいるため、予算金額に比して決算金額が多額となっている。

（注2） 

・予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じている。（注3） 

 

１２．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 䐵䐺䐽,䐶䐷䐷 流動負債 䐵䐻䐺,䐷䐷䐺 

現金・預金（＊1） 䐵䐷䐽,䐻䐻䐷 運営費交付金債務 䐵䐷䐵,䐷䐹䐹 

未収金 䐶䐴,䐻䐺䐽 未払金 䐶䐸,䐶䐻䐽 

その他 䐼,䐺䐽䐶 その他 䐶䐴,䐻䐴䐶 

固定資産 䐸䐴䐴,䐸䐴䐸 固定負債 䐽䐶,䐶䐻䐺 

建物等 䐻䐻䐴,䐸䐽䐶 資産見返負債 䐺䐺,䐼䐺䐵 

建物等減価償却累計額 △䐹䐷䐴,䐶䐶䐺 ⾧期預り寄附金 䐹 

建物等減損損失累計額 △䐼䐴䐺 ⾧期リース債務 䐸䐵 

土地 䐵䐴䐻,䐹䐼䐺 退職給付引当金 䐶䐹,䐴䐴䐴 

土地減損損失累計額 △䐻䐽䐷 資産除去債務 䐷䐺䐽 

建設仮勘定 䐶䐴,䐴䐻䐵 負債合計 䐶䐺䐼,䐺䐵䐷 

産業財産権 䐺䐷䐸 純資産の部（＊2）  
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ソフトウェア 䐹,䐹䐵䐵 資本金 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 

その他の無形固定資産 䐵,䐻䐹䐼 政府出資金 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 

投資その他の資産 䐶䐺,䐵䐻䐼 資本剰余金 △䐸,䐵䐸䐹 

 
 

利益剰余金 䐶䐺,䐹䐺䐺 

  評価・換算差額 䐺䐵䐶 

  純資産合計 䐷䐴䐵,䐴䐶䐹 

資産合計 䐹䐺䐽,䐺䐷䐻 負債純資産合計 䐹䐺䐽,䐺䐷䐻 

［注1］ 金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計と一致しないもの

がある。 

［注2］ （＊䐵）～（＊䐺）については、（１）～（５）の表中での対応を示す。 

［注3］ 詳細については、財務諸表を参照。 

 

（２）行政コスト計算書 
（単位：百万円） 

 金額 

損益計算書上の費用 䐵䐶䐹,䐽䐶䐸 

研究業務費（＊3） 䐵䐶䐴,䐸䐺䐴 

一般管理費（＊4） 䐹,䐶䐹䐵 

財務費用（＊5） - 

臨時損失（＊6） 䐶䐵䐷 

その他行政コスト 䐷䐵,䐼䐵䐴 

減価償却相当額 䐷䐵,䐼䐵䐴 

減損損失相当額 - 

除売却差額相当額 䐵 

行政コスト合計 䐵䐹䐻,䐻䐷䐹 

［注1］ 金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計と一致しないもの

がある。 

［注2］ （＊䐵）～（＊䐺）については、（１）～（５）の表中での対応を示す。 

［注3］ 詳細については、財務諸表を参照。 
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（３）損益計算書 
（単位：百万円） 

 金額 

経常費用 䐵䐶䐹,䐻䐵䐵 

研究業務費（＊3） 䐵䐶䐴,䐸䐺䐴 

人件費 䐸䐺,䐴䐺䐴 

減価償却費 䐶䐺,䐴䐵䐽 

その他 䐸䐼,䐷䐼䐶 

一般管理費（＊4） 䐹,䐶䐹䐵 

人件費 䐷䐴䐵 

減価償却費 䐵䐸䐵 

その他 䐸,䐼䐴䐼 

財務費用（＊5） - 

経常収益 䐵䐵䐷,䐴䐹䐴 

運営費交付金収益 䐺䐵,䐴䐽䐻 

物品受贈収益 䐽䐻䐽 

知的所有権収益 䐺䐹䐼 

研究収益 䐵䐺,䐴䐶䐺 

受託収益 䐶䐻,䐺䐸䐼 

その他 䐺,䐺䐸䐷 

臨時損失（＊6） 䐶䐵䐷 

臨時利益 䐻䐴 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 䐵䐸,䐶䐵䐷 

当期総利益 䐵,䐸䐴䐽 
［注1］ 金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計と一致しないもの

がある。 

［注2］ （＊䐵）～（＊䐺）については、（１）～（５）の表中での対応を示す。 

［注3］ 詳細については、財務諸表を参照。 

 

（４）純資産変動計算書 
（単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
評価・換算

差額等 
純資産合計 

当期首残高 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 䐵䐹,䐼䐽䐸 䐸䐵,䐷䐶䐺 䐶䐼䐹 䐷䐷䐹,䐸䐽䐺 

当期変動額      
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固定資産の取得  䐵䐵,䐻䐻䐶   䐵䐵,䐻䐻䐶 

固定資産の除売却  △䐵   △䐵 

減価償却  △䐷䐵,䐼䐵䐴   △䐷䐵,䐼䐵䐴 

国庫納付金の納付   △䐵,䐽䐹䐺  △䐵,䐽䐹䐺 

当期純利益 

（又は当期純損失） 
  △䐵䐶,䐼䐴䐸 

 
△䐵䐶,䐼䐴䐸 

評価・換算差額等の

変動額 
   䐷䐶䐻 䐷䐶䐻 

当期末残高（＊2） 䐶䐻䐻,䐽䐽䐵 △䐸,䐵䐸䐹 䐶䐺,䐹䐺䐺 䐺䐵䐶 䐷䐴䐵,䐴䐶䐹 
［注1］ 金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計と一致しないもの

がある。 

［注2］ （＊䐵）～（＊䐺）については、（１）～（５）の表中での対応を示す。 

［注3］ 詳細については、財務諸表を参照。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

 金額 

業務活動によるキャッシュ・フロー 䐵䐷䐻,䐻䐻䐵 

投資活動によるキャッシュ・フロー △䐻䐴,䐼䐷䐸 

財務活動によるキャッシュ・フロー △䐵䐴 

資金増加額 䐺䐺,䐽䐶䐻 

資金期首残高 䐻䐴,䐼䐸䐺 

資金期末残高（＊䐺） 䐵䐷䐻,䐻䐻䐷 

 

資金期末残高と現金及び預金との関係     （単位：百万円） 
 金額 

資金期末残高（＊䐺） 䐵䐷䐻,䐻䐻䐷 

定期預金 △䐶,䐴䐴䐴 

現金及び預金（＊䐵） 䐵䐷䐽,䐻䐻䐷 
［注1］ 金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計と一致しないもの

がある。 

［注2］ （＊䐵）～（＊䐺）については、（１）～（５）の表中での対応を示す。 

［注3］ 詳細については、財務諸表を参照。 
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１３．財政状態及び運営状況の法人の⾧による説明情報 
（１）貸借対照表 

（資産） 

令和䐻年度末現在の資産合計は䐹䐺䐽,䐺䐷䐻百万円と、前年度末比䐹䐷,䐷䐶䐸百万円増となっています。流

動資産合計が前年度比䐻䐵,䐸䐸䐽百万円増、固定資産合計が前年度比䐵䐼,䐵䐶䐹百万円減となっています。 

（負債） 

令和䐻年度末現在の負債合計は䐶䐺䐼,䐺䐵䐷百万円と、前年度末比䐼䐻,䐻䐽䐹百万円増となっています。流

動負債合計が前年度比䐼䐴,䐸䐽䐻百万円増、固定負債合計が前年度比䐻,䐶䐽䐻百万円増となっています。 

（利益剰余金） 

令和䐻年度の利益剰余金は䐶䐺,䐹䐺䐺百万円で、その内訳は前中期目標期間繰越積立金䐶䐹,䐵䐹䐼百万円、

当期未処分利益䐵,䐸䐴䐽百万円です。 

 

（２）行政コスト計算書 
（損益計算書上の費用） 

令和䐻年度の損益計算上の費用は䐵䐶䐹,䐽䐶䐸百万円と、前年度末比䐷,䐽䐵䐹百万円減となっています。こ

れは、研究業務費が前年度比䐶,䐴䐸䐹百万円増、一般管理費が䐹,䐺䐻䐼百万円減となったことが主な要因

です。 

（その他の行政コスト） 

令和䐻年度のその他の行政コストは䐷䐵,䐼䐵䐴百万円と、前年度末比䐵䐵,䐻䐴䐽百万円増となっています。

これは、減価償却相当額が前年度比䐵䐵,䐻䐴䐽百万円増となったことが主な要因です。 

 

（３）損益計算書 
（経常費用） 

令和䐻年度の経常費用は䐵䐶䐹,䐻䐵䐵百万円と、前年度比䐷,䐺䐷䐷百万円減となっています。これは、研究

業務費が前年度比䐶,䐴䐸䐹百万円増、一般管理費が前年度比䐹,䐺䐻䐼百万円減となったことなどが主な要因

です。 

（経常収益） 

令和䐻年度の経常収益は䐵䐵䐷,䐴䐹䐴百万円と、前年度比䐵䐺,䐹䐹䐹百万円減となっています。これは、運

営費交付金収益が前年度比䐶䐵,䐷䐶 百万円減、研究収益が前年比䐻,䐷䐴䐴百万円増となったことが主な要

因です。 

（当期総損益） 

上記経常損失䐵䐶,䐺䐺䐵百万円及び臨時損益△䐵䐸䐷百万円並びに前中期目標期間繰越積立金取崩額

䐵䐸,䐶䐵䐷百万円を計上した結果、令和䐻年度当期総利益䐵,䐸䐴䐽百万円と、前年度比䐹䐻䐴百万円増となって

います。 
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（４）純資産変動計算書 
（純資産） 

令和䐻年度末純資産は、䐷䐴䐵,䐴䐶䐹百万円と、前年度末比䐷䐸,䐸䐻䐵百万円減となっています。これは、

固定資産の取得が前年度比䐺䐺,䐵䐹䐻百万円減、減価償却が前年度比䐵䐵,䐻䐴䐽百万円増、当期純利益が前

年度比䐵䐷,䐷䐺䐵百万円減であったことが主な要因です。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和䐻年度の業務活動によるキャッシュ・フローは䐵䐷䐻,䐻䐻䐵百万円と、前年度比䐵䐷䐶,䐴䐴䐼百万円増と

なっている。これは、運営費交付金収入が前年比䐵䐸䐴,䐵䐵䐷百万円増であったことが要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和7年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△䐻䐴,䐼䐷䐸百万円と、前年度比78,148百万円減と

なっている。これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比䐵䐸,䐸䐸䐶百万円増、施設費による収入

が前年度比䐺䐹,䐹䐷䐴百万円減であったことが要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和7年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△䐵䐴百万円であり、ファイナンス・リース債務

の返済による支出䐵䐴百万円です。 

 

１４．内部統制の運用に関する情報 
国立研究開発法人産業技術総合研究所内部統制規程において、内部統制に関する業務を統括する内部

統制統括責任者や各組織における内部統制業務を行う内部統制責任者を配置しています。また、内部統

制に関する重要な業務の実施状況の把握、改善策の検討などを行うため、理事⾧を委員⾧とする内部統

制委員会を設置しています。 

令和7年度の内部統制は、内部統制統括責任者の下、部門等ごとに内部統制責任者がポリシーステー

トメントを策定し、研究開発責任者・運営統括責任者・企画本部⾧によるヒアリングを経て、理事⾧が

領域⾧・本部⾧等と面談することにより、理事⾧が中⾧期計画の達成等の内部統制の取組の方針及び実

施状況等を把握することで行いました。 

また、研究所のリスク管理及び危機対策に関する事項について審議又は提言を行うため、「コンプラ

イアンス推進委員会」を設置し、原則毎週開催しています。所内で発生したリスク案件を迅速に集約す

ることにより、対応方針を決定し、関係部署に対して再発防止策の策定や外部の関係先への対応等を適

切に実施しています。 

さらに、役職員一人一人のコンプライアンス意識の更なる向上及び組織として信頼される産総研の実

現を目的として、「コンプライアンス推進月間」を設定し、経営層からのメッセージ、管理職等を対象

とした研修、各組織による主体的な取組を実施しています。 
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１５．法人の基本情報 
（１）沿革 

➀ 平成䐵䐷年䐵月 

中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各

課は産業技術環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所と

して再編された。 

 

➁ 平成䐵䐷年䐸月 

一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院䐵䐹研究所と計量教習所が統合され、独立

行政法人産業技術総合研究所となった。 

 

➂ 平成䐵䐻年䐸月 

効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の独立行政法人へと移行

した。 

 

➃ 平成䐶䐻年䐸月 

独立行政法人通則法の改正に伴い、独立行政法人産業技術総合研究所から国立研究開発法人産業技

術総合研究所へ名称を変更した。 

 

➄ 平成䐶䐼年䐵䐴月 

特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法の制定に伴い、特定国立研究開

発法人に指定された。 

 

（２）設立に係る根拠法 

国立研究開発法人産業技術総合研究所法（平成䐵䐵年䐵䐶月䐶䐶日法律第䐶䐴䐷号）（最終改正：令和䐺年䐽月

䐶日（令和䐺年法律第䐸䐹号）） 

 

（３）主務大臣 
経済産業大臣（イノベーション・環境局 総務課 産業技術法人室） 
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（４）組織図 

図：産総研組織図（令和䐼年䐷月䐷䐵日現在） 

 

（５）事務所（従たる事務所を含む）の所在地 
➀ 東京本部   〒䐵䐴䐴-䐼䐽䐶䐵  東京都千代田区霞が関一丁目䐷番䐵号 

➁ つくばセンター  〒䐷䐴䐹-䐼䐹䐺䐵  茨城県つくば市東一丁目䐵番地䐵（代表） 

➂ 福島再生可能エネルギー研究所 

〒䐽䐺䐷-䐴䐶䐽䐼  福島県郡山市待池台二丁目䐶番地䐽号 

➃ 柏センター  〒䐶䐻䐻-䐴䐼䐼䐶  千葉県柏市柏の葉六丁目䐶番地䐷号 

➄ 臨海副都心センター 〒䐵䐷䐹-䐴䐴䐺䐸  東京都江東区青海二丁目䐷番地䐶䐺号 

➅ 北陸デジタルものづくりセンター 

〒䐽䐵䐽-䐴䐸䐺䐶  福井県坂井市春江町江留上大和䐵䐴番䐶 

➆ 北海道センター  〒䐴䐺䐶-䐼䐹䐵䐻  北海道札幌市豊平区月寒東二条十七丁目䐶番地䐵号 

➇ 東北センター  〒䐽䐼䐷-䐼䐹䐹䐵  宮城県仙台市宮城野区苦竹四丁目䐶番地䐵 

➈ 中部センター  〒䐸䐺䐷-䐼䐹䐺䐴  愛知県名古屋市守山区桜坂四丁目䐶䐴䐹番地 

➉ 関西センター  〒䐹䐺䐷-䐼䐹䐻䐻  大阪府池田市緑丘一丁目䐼番地䐷䐵 

⑪ 中国センター  〒䐻䐷䐽-䐴䐴䐸䐺  広島県東広島市鏡山三丁目䐵䐵番䐷䐶号 

⑫ 四国センター  〒䐻䐺䐵-䐴䐷䐽䐹  香川県高松市林町䐶䐶䐵䐻番䐵䐸 

⑬ 九州センター  〒䐼䐸䐵-䐴䐴䐹䐶  佐賀県鳥栖市宿町䐼䐴䐻番地䐵 

（令和䐼年䐷月䐷䐵日現在） 
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（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 
名称 産総研との関係 

株式会社 AIST Solutions 特定関連会社 

AIST Solutions America LLC 特定関連会社 

一般社団法人 OpenSUSI 関連公益法人 
※詳細については、附属明細書をご参照ください。 

 

（７）主要な財務データの経年比較 
➀ 主要な財務データの経年比較 

表 主要な財務データの経年比較                   （単位：百万円）

区分 令和䐷年度 令和4年度 令和5年度 令和䐺年度 令和䐻年度 

経常費用 䐽䐵,䐹䐻䐻 99,212 䐵䐴䐽,䐺䐽䐴 䐵䐶䐽,䐷䐸䐸 䐵䐶䐹,䐻䐵䐵 

経常収益 䐽䐷,䐺䐷䐺 108,535 䐵䐶䐻,䐴䐶䐺 䐵䐶䐽,䐺䐴䐸 䐵䐵䐷,䐴䐹䐴 

当期総利益 䐹,䐵䐹䐵 10,534 䐵䐼,䐷䐶䐴 䐼䐷䐽 䐵,䐸䐴䐽 

資産 䐷䐹䐸,䐸䐼䐺 417,293 䐸䐶䐻,䐺䐼䐶 䐹䐵䐺,䐷䐵䐸 䐹䐺䐽,䐺䐷䐻 

負債 䐵䐴䐵,䐽䐴䐼 153,961 䐵䐹䐴,䐼䐹䐸 䐵䐼䐴,䐼䐵䐼 䐶䐺䐼,䐺䐵䐷 

利益剰余金 䐵䐸,䐸䐷䐽 23,376 䐸䐴,䐻䐺䐽 䐸䐵,䐷䐶䐺 䐶䐺,䐹䐺䐺 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 
䐶䐴,䐻䐻䐺 62,970 䐶䐼,䐽䐴䐻 䐹,䐻䐺䐷 䐵䐷䐻,䐻䐻䐵 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
△䐼,䐵䐻䐵 △16,704 △䐸䐼,䐼䐴䐵 䐻,䐷䐵䐸 △䐻䐴,䐼䐷䐸 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
△䐶䐽 △20 △䐶䐵 △䐶䐺 △䐵䐴 

資金期末残高 䐷䐵,䐸䐺䐸 77,710 䐹䐻,䐻䐽䐺 䐻䐴,䐼䐸䐺 䐵䐷䐻,䐻䐻䐷 

行政コスト 䐵䐴䐺,䐵䐷䐸 113,916 䐵䐶䐸,䐽䐻䐹 䐵䐸䐽,䐽䐸䐴 䐵䐹䐻,䐻䐷䐹 

純資産 䐶䐹䐶,䐹䐻䐻 263,331 䐶䐻䐺,䐼䐶䐼 䐷䐷䐹,䐸䐽䐺 䐷䐴䐵,䐴䐶䐹 

［注1］ 第6期中⾧期目標の期間：令和7年度～令和13年度（7年間） 

［注2］ 前年度と比較して著しく変動している理由 

・令和䐷年度の負債が前年度と比較して増加している理由は、令和䐸年度にシステム構築のために運営費交

付金を繰り越したこと等によるものである。 

・令和䐸年度の資産及び負債が前年度と比較して増加している理由は、令和䐸年度䐶次補正予算により運営費

交付金が措置されたこと等によるものである。 
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・令和䐹年度の投資活動によるキャッシュ・フローが前年度と比較して減少している理由は、令和䐸年度䐶次

補正予算により措置された運営費交付金を財源にして資産を購入したことによるものである。 

・令和䐺年度の資産が前年度と比較して増加している理由は、令和䐸年度補正予算で量子・AI融合技術ビジ

ネス開発グローバル研究センターの本部棟建設やクラウド基盤の整備等を行ったことによるものである。 

・令和䐻年度の業務活動によるキャッシュ・フローが前年度と比較して増加している理由は、運営費交付金

によりエネルギー対策特別会計 先端半導体・人工知能関連技術勘定（当初、補正）が措置されたことに

よるものである。 

 

➁ セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 
事業損益は△䐵䐶,䐺䐺䐵百万円と、前年度比䐵䐶,䐽䐶䐵百万円減となっています。 
※第䐺期中⾧期目標の期間開始時に、一定の事業等のまとまりごとの区分を変更しており、区分別の分析は実

務上困難なため、行っておりません。 

 

表 事業損益の経年比較（セグメント情報）            （単位：百万円） 

年度 

区分 
令和䐷年度 令和䐸年度 令和䐹年度 令和䐺年度 

エネルギー・環境領域 䐵䐽 䐵,䐶䐼䐶 䐶,䐸䐻䐹 䐵,䐷䐸䐷 

生命工学領域 △䐸䐵 䐷䐵 △䐵䐺䐷 䐷䐹䐻 

情報・人間工学領域 △䐵䐵䐸 △䐻䐵 △䐺䐴 䐷䐽䐻 

材料・化学領域 䐷䐹䐵 䐵,䐵䐽䐺 △䐵䐶 䐵䐶䐶 

エレクトロニクス・製造領域 䐵,䐽䐽䐹 䐽 䐹,䐶䐼䐻 △䐹,䐵䐻䐵 

地質調査総合センター △䐵䐶䐺 △䐵䐴䐻 △䐵䐹䐵 䐻䐵䐹 

計量標準総合センター 䐸䐹䐴 䐼䐼䐷 △䐶䐵䐼 △䐶䐼䐹 

研究マネジメント 䐵䐶 䐻,䐷䐷䐵 䐼,䐺䐶䐶 䐶,䐹䐷䐻 

法人共通 △䐸䐼䐻 △䐵,䐶䐷䐴 䐵,䐹䐹䐹 䐶䐸䐹 

合計 䐶,䐴䐹䐽 䐽,䐷䐶䐷 䐵䐻,䐷䐷䐺 䐶䐺䐴 

 

年度 

区分 
令和䐻年度 

世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装 △䐵䐵,䐽䐺䐸 

企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献 △䐵䐶䐻 

我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営 △䐶䐽䐴 

法人共通 △䐶䐼䐴 

合計 △䐵䐶,䐺䐺䐵 

［注1］ 第6期中⾧期目標の期間：令和7年度～令和13年度（7年間） 
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➂ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 
総資産は䐹䐺䐽,䐺䐷䐻百万円と、前年度比䐹䐷,䐷䐶䐸百万円増となっています。これは、流動資産が前年度

比䐻䐵,䐸䐸䐽百万円増、固定資産が前年度比䐵䐼,䐵䐶䐹百万円減となったことが要因です。 
※第䐺期中⾧期目標の期間開始時に、一定の事業等のまとまりごとの区分を変更しており、区分別の分析は実

務上困難なため、行っておりません。 

 

表 総資産の経年比較（セグメント情報）             （単位：百万円） 

年度 

区分 
令和䐷年度 令和䐸年度 令和䐹年度 令和䐺年度 

エネルギー・環境領域 䐹䐸,䐴䐷䐶 䐹䐺,䐹䐴䐹 䐺䐽,䐶䐻䐷 䐺䐶,䐸䐺䐴 

生命工学領域 䐶䐹,䐻䐽䐹 䐶䐹,䐻䐴䐸 䐶䐸,䐻䐶䐸 䐶䐻,䐻䐼䐸 

情報・人間工学領域 䐶䐼,䐷䐽䐺 䐶䐻,䐹䐻䐹 䐶䐻,䐶䐻䐽 䐺䐵,䐷䐼䐽 

材料・化学領域 䐸䐵,䐽䐹䐼 䐸䐻,䐶䐵䐵 䐸䐹,䐺䐸䐼 䐸䐷,䐹䐼䐷 

エレクトロニクス・製造領域 䐸䐵,䐺䐼䐸 䐸䐴,䐷䐷䐵 䐺䐴,䐻䐼䐻 䐹䐴,䐷䐽䐺 

地質調査総合センター 䐶䐸,䐻䐴䐽 䐶䐸,䐹䐽  䐶䐸,䐼䐴䐻 䐶䐷,䐼䐵䐴 

計量標準総合センター 䐷䐴,䐽䐻䐹 䐷䐶,䐴䐶䐸 䐷䐴,䐻䐴䐶 䐶䐷,䐵䐼䐻 

研究マネジメント 䐶䐽,䐷䐵䐼 䐷䐹,䐶䐹  䐷䐴,䐹䐹䐵 䐼䐽,䐷䐼䐼 

法人共通 䐻䐻,䐺䐵䐽 䐵䐶䐼,䐴䐽䐶 䐵䐵䐷,䐽䐵䐵 䐵䐷䐸,䐷䐵䐺 

合計 䐷䐹䐸,䐸䐼䐺 䐸䐵䐻,䐶䐽䐷 䐸䐶䐻,䐺䐼䐶 䐹䐵䐺,䐷䐵䐸 

 

年度 

区分 
令和䐻年度 

世界最高水準の研究成果の創出及びその成果の着実な社会実装 䐷䐸䐵,䐷䐹䐸 

企業、大学等の取組支援を通じたイノベーション基盤の強化への貢献 䐷䐶,䐶䐵䐼 

我が国のイノベーション・エコシステムの中核となる競争力のある研究所の運営 䐹,䐶䐶䐵 

法人共通 䐵䐽䐴,䐼䐸䐸 

合計 䐹䐺䐽,䐺䐷䐻 

［注1］ 第6期中⾧期目標の期間：令和7年度～令和13年度（7年間） 
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（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 
➀ 予算 

（単位：百万円） 

区別 合計 

収入  

運営費交付金 67,405 

施設整備費補助金 9,795 

受託収入 28,208 

その他収入 21,980 

計 127,387 

支出  

業務経費 79,464 

施設整備費 9,795 

受託経費 27,330 

間接経費 10,798 

計 127,387 

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

※本表は令和7年度計画に基づいて作成しており、詳細は年度計画を参照。 

 

➁ 収支計画 
（単位：百万円） 

区別 合計 

費用の部 
 

経常費用 118,589 

業務費 66,436 

受託業務費 22,850 

間接経費 9,028 

減価償却費 20,275 

財務費用 - 

臨時損失 - 

収益の部 118,611 

運営費交付金 56,354 
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受託収入 28,208 

その他の収入 22,000 

資産見返負債戻入 12,049 

財務収益 - 

臨時利益 - 

純利益 22 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - 

総利益 22 

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

※本表は令和䐻年度計画に基づいて作成しており、詳細は年度計画を参照。 

 

➂ 資金計画 
（単位：百万円） 

 
 

 

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

※本表は令和7年度計画に基づいて作成しており、詳細は年度計画を参照。 

 

区別 合計 

資金支出 䐵䐶䐻,䐷䐼䐻 

業務活動による支出 䐽䐼,䐷䐵䐸 

投資活動による支出 䐶䐽,䐴䐻䐷 

財務活動による支出 - 

次期中⾧期目標期間繰越金 - 

  

資金収入 䐵䐶䐻,䐷䐼䐻 

業務活動による収入 䐵䐵䐻,䐹䐽䐷 

運営費交付金による収入 䐺䐻,䐸䐴䐹 

受託収入 䐶䐼,䐶䐴䐼 

その他の収入 䐶䐵,䐽䐼䐴 

投資活動による収入 䐽,䐻䐽䐹 

施設費による収入 䐽,䐻䐽䐹 

その他の収入 - 

財務活動による収入 - 

前年度よりの繰越金 - 



  

 

44 

１６．参考情報 
（１）要約した財務諸表の科目の説明 

➀ 貸借対照表 
現金・預金 ：現金及び預金。 

未収金 ：独立行政法人の通常の業務活動において発生した未収入金。 

その他（流動資産） ：棚卸資産、前渡金等、䐵年以内に費用、現金化できるもの

（上記流動資産を除く）。 

建物等 ：建物、構築物、機械及び装置、工具器具備品等、業務活動

の用に供するための固定資産。 

建物等減価償却累計額 ：建物等、固定資産の減価償却費の累計額。 

建物等減損損失累計額 ：固定資産の使用可能性を著しく低下させる変化が生じたこ

と等により減損が認識された建物等、固定資産の減損損失

の累計額。 

土地 ：業務活動の用に供するための土地。 

土地減損損失累計額 ：固定資産の使用可能性を著しく低下させる変化が生じたこ

と等により減損が認識された土地の減損損失の累計額。 

建設仮勘定 ：業務活動の用に供することを目的に建設又は製作途中にあ

る固定資産。 

産業財産権 ：特許権、実用新案権、意匠権及び商標権。 

ソフトウェア ：業務活動の用に供するためのソフトウェア。 

その他の無形固定資産 ：電話加入権、産業財産権仮勘定及びソフトウェア仮勘定。 

投資その他の資産 ：敷金・保証金、投資有価証券、⾧期前払費用等（固定資産

のうち有形固定資産、無形固定資産、繰延資産に属するも

のを除く）。 

運営費交付金債務 ：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運

営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高。 

未払金 ：独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払金。 

その他（流動負債） ：預り寄附金、前受金、預り金、引当金等１年以内に支払期

限が到来する上記以外の流動負債。 

資産見返負債 ：運営費交付金・寄附金・無償譲与・補助金等の財源で取得

した固定資産の見合いで負債に計上される。 

⾧期預り寄附金 ：寄附者がその使途を特定し、寄附の目的に従った業務を行

うもの。 
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退職給付引当金 ：将来の退職手当の費用を当期の費用として見越し計上する

もの。 

資産除去債務 ：将来発生すると思われる資産の撤去等に係る費用として見

越し計上するもの 

政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成。 

資本剰余金 ：国から交付された施設費や寄附金などを財源として取得し

た資産で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの。 

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

評価・換算差額等 ：関連会社の有価証券の時価との差額 

 

➁ 行政コスト計算書 
研究業務費 ：独立行政法人の研究業務に要した費用。 

一般管理費 ：独立行政法人の管理運営に要した費用。 

雑損 ：研究業務費、一般管理費、財務費用以外の費用。 

臨時損失 ：固定資産の除却に伴う固定資産除却損等。 

減価償却相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定

されないものとして特定された資産の減価償却費。 

減損損失相当額 ：特定償却資産及び非償却資産について独立行政法人が中期

計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損

損失相当額。 

除売却差額相当額 ：特定償却資産の当期売却損相当額等。 

 

➂ 損益計算書 
経常費用 

研究業務費 ：独立行政法人の研究業務に要した費用。 

人件費（研究業務費） ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の研究業務に係

る職員等に要する経費。 

減価償却費 （研究業務費） ：研究業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわ

たって費用として配分する経費。 

その他（研究業務費） ：研究業務に要する経費（上記、人件費、減価償却費を除

く）。 

一般管理費 ：独立行政法人の管理運営に要した費用。 

人件費（一般管理費） ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の管理運営に係

る職員等に要する経費。 

減価償却費（一般管理費） ：管理運営に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわ

たって費用として配分する経費。 
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その他（一般管理費） ：管理運営に要する経費（上記、人件費、減価償却費を除

く）。 

関係会社株式評価損 ：関係会社株式の評価における損失額。 

 

経常収益 

運営費交付金収益 ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した

収益。 

物品受贈収益 ：譲与を受けた固定資産。  

知的所有権収益 ：特許権等の知的所有権により得た収益。 

研究収益 ：資金提供型共同研究収入、受託出張収入、計量標準手数料、

依頼分析試験収入等、業務活動から得た収益。 

受託収益  ：国、民間等から受託研究費を受けたことにより得た収益。 

その他（経常収益） ：上記以外の経常収益。 

臨時損失 ：固定資産の除却に伴う固定資産除却損等。 

臨時利益 ：固定資産除却損に対応した資産見返戻入額等。 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ：前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減

価償却費及び除却相当額を当期において取り崩した額、並

びに前中期目標期間中に承認された目的積立金等の取り崩

し額。 

 

➃ 純資産変動計算書 
当期末残高 ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高。 

 

➄ キャッシュ・フロー計算書 
業務活動によるキャッシュ・フロー ：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、

サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービス

の購入による支出、人件費支出等が該当。 

投資活動によるキャッシュ・フロー ：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に

係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却

等による収入・支出が該当。 

財務活動によるキャッシュ・フロー ：増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借

入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等が

該当。 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 
事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。 

➀ 中⾧期計画 

➁ 年度計画 

➂ 財務諸表等 

➃ 自己評価書 

➄ 産総研レポート（環境報告書） 

 

（３）研究開発活動の情報発信 
国立研究開発法人として、その存在と役割を各ステークホルダーに認知・理解してもらうため、最新

の研究成果や研究開発活動について、様々な広報ツールを活用して、積極的に発信しています。 

 

i. ブランド力向上のための施策 

令和7年度は、統一的な産総研ブランドイメージを浸透すべく、新たなビジュアル・アイデンティ

ティ（VI）を定めた産総研ブランドガイドラインを整備・公開し、所内外への発信基盤を強化しまし

た。ガイドライン公開後も、利用者の声を継続的に収集し、より使いやすいものとするための更新を

行うなど、運用を通じた改善を継続しました。 

 

ii. メディア・Webを通じた発信 

対外発信においては、ステークホルダーが産総研の情報に触れる機会を高めることを目的に、Web

サイト、動画、SNS等を連動させたクロスメディア戦略による情報発信を実施しました。特に、重要

施策である量子関連分野では、メディアレクチャーの開催、式典におけるメディア対応、紹介動画の

公開、「研究者の人生の物語」を描いた研究者漫画、産総研マガジンでの記事掲載、SNSでの継続的

な発信など、複数の媒体を組み合わせて展開しました。さらに、メートル条約締結䐵䐹䐴周年にあわせ

たメディアセミナー・見学会の開催など、メディアに対する情報発信も強化しました。これらの取組

により、研究成果や活動内容が多面的に発信され、多くの報道や反響につながりました。 

また、アカデミアや海外への発信チャネルとして新たに公式LinkedInを開設し、媒体の性質を踏ま

えた効果的な発信を行いました。 
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公式LinkedIn 

 
産総研マガジン 

 

iii. 出版物 

出版物においては、産総研ブランドガイドラインに基づき、領域・地域拠点パンフレットのデザイ

ンを統一的に刷新しました。これらはガイドライン活用の先駆的な実例として位置付け、所内外に示

しました。 

また、各種テンプレートやルールブックを整備し、制作や外注に携わる職員がガイドラインを適切

に活用できる環境を構築しました。各種担当者連絡会議等を通じて更新内容の周知を行うとともに、

旧VIが使用されている箇所については、個別相談を通じて順次更新を進め、ブランド表現の統一を図

りました。 

さらに、産総研の価値創造や環境・社会への取組を包括的に伝える「産総研レポート」を例年発行

しています。今年度はマテリアリティ（経営上の重点事項）やそれらを実現するための戦略、具体的

な実績を明記するなど内容構成の充実を図り、ステークホルダーに対する理解促進に資する発信の強

化を行いました。 

 

 
総合パンフレット 

 
産総研レポート 
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領域・地域拠点パンフレット 

 

iv. 展示施設・イベント 

ステークホルダーに対して産総研グループの提供価値を効果的に伝えるため、メディア懇談会、全

事業所・地域拠点の受付での掲示、つくばセンター情報棟・AIST-Cube壁面掲示、CEATEC等の展示

会広告出稿などにおいて、産総研の価値を端的に表現した「ブランドストーリー」を活用した情報発

信を行いました。 

また、最新の研究成果等を展示する「AIST-Cube」を運営し、潜在的な連携パートナーに対する産

総研グループの価値発信を行いました。連携や採用活動のハブとしての活用を推進するため、産総研

グループの職員等のみが予約できる専用利用枠を設定し、企業・学生等のステークホルダーの利用を

促進しました。その結果、両者の利用割合は全体の約半数を占めるなど、積極的な活用が進みました。 

さらに、令和8年度に迎える25周年に向けて、産総研ビジョンや産総研の価値を伝えることを目的

とした職員参加型の取組を企画し、周年開始に向けたPRを開始することで、所内外における気運醸

成を図りました。 

 

 
AIST-Cube 

（つくばセンター） 

 
地質標本館 

（つくばセンター） 

 
特別公開 

（つくばセンター） 

 

以 上 


